
 18

（２）その他の取り組む内容 

道路特定事業によりバリアフリー化する経路を有効に利用するため、沿道住民など

の協力のもと、道路管理者として取り組む内容について示します。この取り組みは、

市民の協力が不可欠であるため、積極的に情報提供などを行い、市民と協働して取り

組むことが重要です。 

 

○ 市広報誌やホームページ等を活用して、事業実施状況やバリアフリーに関する

取り組みについて情報提供を行います。 

○ 有効幅員を狭める不法占用物件や違法駐輪に関しては、沿道住民や自転車利用

者などの理解と協力が不可欠であり、今後とも指導、撤去、自転車駐車場利用

促進の呼びかけ等を実施していきます。 

○ 放置自転車対策として、行政、市民、鉄道事業者などの役割分担等を検討する

「横浜市自転車等対策事業指針」の策定を行います。 

○ 視覚障害者誘導用ブロック上の障害物放置対策として、誘導ブロック上にＰＲ

シートを敷設する等、啓発活動に努めます。 

 
６．道路特定事業計画の推進にあたって 

交通バリアフリー法により進める道路整備は、平成２２年までにバリアフリー化を

図るため、事業の推進にあたっては、交通管理者、鉄道事業者、道路占用企業者、沿

道住民などの関係者の協力が必要です。すべての人が安心して通行できるよう皆様の

ご協力をお願いします。




